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はじめに

　我が国の中小造船業の従業員年齢構成を見ると、10 年前には高齢化構造が改善され、20～ 30
代の割合が増加してきましたが、現在では 60 代以上の高齢者も増加し、現場作業を技能・技術
に優れたベテランの再雇用に頼っている傾向があります。少子高齢化が進み人手不足が顕在化す
る中で中途採用者や転職者も増えており、その社内研修は 40～ 50 代の熟練従業員が担っていま
したが、現場作業に追われ、その余裕がなくなってきています。
　ついては、定年延長や再雇用により高齢者の就業を増やすことにより、社内研修や OJT の分野
において指導・育成に寄与してもらうための方策をとりまとめましたので、更なる高齢者の雇用
促進を図る参考としていただきたく思います。
　一方、当工業会は、6 カ所に中小造船事業者が共同で人材育成を行う造船技能研修センターを
設置し、新入社員を対象とした 3ヶ月間の集合研修等を実施しています。その講師や指導員は、
一部の定年退職者が行っているものの、大半を各社の中核となる 40～ 50 代の熟練従業員に依存
しているため、いつまで派遣を続けてもらえるかという不安があります。各社が社内教育を担う
高齢者の定年後の再雇用や育成を促進することにより、集合研修における講師や指導員としても
活躍していただけるものと考えます。また、現在、若年層の技能向上とそれに伴う待遇改善を推
進するため、造船技能評価基準に基づく社内検定の実施について検討中ですが、その実施にあたっ
て高齢者に必要な検定員になってもらえるよう、社内教育を通じて経験を積んで欲しいという期
待もあります。
　高齢者は長年にわたり活躍し、造船業に係わる仕事のノウハウや経験を身に付けた貴重な人材
です。彼らの意欲を高め、能力を最大限に引き出すことは、企業の発展や将来性に大きく影響し
ます。特に、若年層の人材不足が深刻な今こそ、高齢者の意欲や能力を最大化する必要があります。
高齢者の就業ニーズは、家庭の事情や体力面の変化等により多様化します。そのニーズを満たす
職場環境を整備することは、高齢者のみならず、多様な人材が活躍できる基盤となります。
　造船業界のさらなる発展のためにも、高齢者が活躍できる仕組みづくりに取り組んでいきましょ
う。

一般社団法人 日本中小型造船工業会
中小型造船業高齢者雇用推進委員会

座長　松岡一祥



　「調査資料編」は、本アンケート調査の結果をまとめた報告書です。本編にある図表の中には、
当該報告書から引用したものも含まれています。

「参考編」では、高年齢従業員を雇用する・雇用されるにあたり役立つ情報をお届けします。

 参考編 I
　「高年齢者の雇用、年金、保険、公的給付・助成金に関する情報」では、年金、保険、各種公的
助成策や、高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助の実施といった、高年齢者の活躍促進の
ために役立つ情報を掲載しています。

 参考編 II
　「高年齢従業員を対象とする労働契約書・就業規則等の例」では、実際に高年齢従業員を継続雇
用する際の、定年退職後の労働契約書・就業規則の例を紹介しています。

【本編での言葉の定義】
・高年齢者：60歳以上の者
※本ガイドライン上の定義となります。
現行の高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）では「高年齢者」の
定義は 55歳以上の者とされております。

・高年齢従業員：60歳以上の従業員
・継続雇用　　：高年齢従業員のうち、　定年後再雇用等をされること
・ベテラン　　：その職種で一定水準以上の技術・技能を有する者

　

構成とポイント

　このガイドラインは「本編」と「調査資料編」、「参考編」で構成されています。
　「本編」では、高年齢者の活躍を促進するためのポイントや取り組むべき内容を紹介して
います。ガイドラインは、平成 30 年度に実施した、中小型造船業高齢者雇用実態調査（ア
ンケート調査・ヒアリング調査）をもとにした情報です。

　本ガイドラインは高年齢者の活躍を促進するための 3つのポイントである
　　①　職場環境の見直し・改善
　　②　モチベーションの維持・向上
　　③　技術・技能伝承の円滑化
を項目に掲げています。これらを実行することで、高年齢者を含むすべての従業員が活躍で
きる職場環境を整備することにつながり、上図のように全従業員、各事業所の競争力の強化
にもなりえます。
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中小型造船
工業会全体

50人未満 51～100人 101～500人 500人超

1.  経歴能力に見合った
   業務への従事

17 3 4 5 5

2.  高齢社員への期待の
   丁寧な説明

5 0 3 2 0

3. 高齢者の評価・面談 3 0 0 2 1

4.  高齢社員のマインド
   セット研修

1 0 0 1 0

5. 高齢社員への知識・
   スキル獲得支援

0 0 0 0 0

6. 健康管理対策の強化 5 0 2 3 0

7．労働時間、日数の削減 7 3 1 3 0

8．体力負荷への配慮 20 2 7 8 3

9．転勤なし 1 1 0 0 0

10.職場環境の整備 3 1 0 2 0

11.年金、保険、助成等の
   活用説明・相談

7 1 1 4 1

12.特にない 4 2 2 0 0

13.その他 1 0 0 1 0

未記入 3 1 1 1 0

　体力・健康面の個人差を把握する

ガイドⅠ　体力・健康面の個人差を把握する

 
（１）日常業務の様子に気を配る
　現場管理者が高年齢従業員の動作・しぐさの変化や異常を見つけるように心がけましょう。

（２） 産業医や保健師と連携する
　産業医や保健師による相談会を開催し、健康診断の結果をみて、必要な場合は産業医から
の助言を得ましょう。また、検査該当者には、上司や管理者は面談を行い、改善のアドバイ
スを行うとともに、体力・健康面の変化、本人が感じている不安を確認しましょう。

 （３）健康維持の取り組みをする
　健康診断結果、生活習慣病のリスクが高くなってきた高年齢従業員に対しては、健康に関
する情報提供や運動機会の提供をするといった例が考えられます。ラジオ体操等の運動を行
う際には、ストレッチを意識するように指導しましょう。

 （４）健康・体力チェックリストを活用する
　下記掲載の「日常生活活動テスト」を利用し、本人にチェック・自己申告させる等により、
本人と管理者が共通認識を持つことが大切です。

（参考：健康・体力づくり事業財団ＨＰ
http://www.health-net.or.jp/tairyoku_up/sub/t4_03/03.html）

日常生活活動テスト：公益財団法人健康・体力づくり事業財団

本 編

８ ９

1.  体力・健康面に配慮した職場環境の見直し・改善

　数 10 メートル～ 300 メートルを超える船舶を建造する造船業においては、屋外での作業、重
量物を扱う作業が多くあり、十分な体力が必要とされます。しかし高齢になると、どうしても筋力・
体力ともに低下していきます。そのスピードは人によって異なるものの、「立ち続ける」「重たい
ものを持つ」といった若い頃には当たり前のようにできていたことが誰しも困難になってきます。
とはいえ、気持ちの面では「昔と変わらないのに」という人が多いのも事実です。

　　　定年後の（工作部）社員に対する配慮（調査資料編　表１３）

　
　また、定年後の従業員を活用する際の配慮としては、「6. 健康管理対策の強化」や「7. 労
働時間、日数の削減」、「8. 体力負荷への配慮」が 42％と最も多くを占め、無理のない継続
可能な勤務に対する配慮が重要であることがわかりました（調査資料編　表 13より）。
　高年齢従業員たちの能力を最大限に活かすためにも、職場環境の見直しや改善、体力・健
康面への配慮は欠かせません。
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　高年齢従業員たちの能力を最大限に活かすためにも、職場環境の見直しや改善、体力・健
康面への配慮は欠かせません。
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　高年齢になると、若い頃のような無理がきかなくなります。体力低下に配慮し、体調不良にな
らないように無理のない働き方ができることが大切です。多くの高年齢従業員は、「会社に求めら
れる限りは働き続けたい」と考えています。企業側も、意欲の高い従業員にはいつまでも働き続
けてもらいたいと思っています。また、年齢を重ねるとともに、家庭の事情や地域との付き合い、
体力面の変化等により、就業に対するニーズが多様化すると言われています。そのため、従来の
勤務形態のままでは、高年齢者の持つ能力を十分に引き出せないケースが出てきます。この場合、
高年齢従業員の多様な事情に応じた「業務内容」や「勤務日数や勤務時間」の見直し等の対応が
求められることになります。まだまだ意欲のある高年齢従業員のために、働き続けられる環境を
整えておく必要があります。

（１）休憩をこまめに取る
　　通常の休憩を確実に取るとともに、作業中の自己管理を徹底させましょう。
　また、各作業場の近くに屋内休憩所を設けるなどの対応もよいでしょう。
（２）短時間・短日数勤務体制を構築する
　　業務量の増減、季節・気候に対応した弾力的な勤務時間や勤務日数を検討しましょう。
（３）バイタルセンサー、スマートウォッチ、リストバンド、ＧＰＳ等の活用
　　以前に比べ安価で機能的なものが販売されています。
　夏は空冷ジャケット、冬はヒートジャケットなどと組合せて活用しましょう。
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　本業界では、定年後も多くの人材が活躍しています。
　特に、「安全衛生対策」「受注活動」「技術指導・後進教育」等は、長年培ってきた「技術・技能」
や「経験やノウハウ」を活かしやすい分野であると言えます。

（１）多能工化を進めておく
　　定年以前に複数の業務やジョブローテイションを行い、できる仕事の種類・範囲を広げ
　ておきましょう。
（２）職種変更や複数の職種業務が可能なようにしておく
 　　定年後に業務量や本人の適性に応じて、職種のシフトや複数の職種を担当す ることも
　考えられます。比較的シフトし易い、２つ目の職種・役割としては
　　・受注活動（見積、営業）
　　・段取り・仮付け・決め方・確認、品質管理業務
　　・技術指導、後進教育
　　・安全衛生担当、工程管理、現場管理者
　などが考えられます。

　造船現場では製造物が非常に大きく作業環境や作業姿勢を選べないことが多くあります。
作業環境や作業姿勢は高年齢従業員の体力や体調に大きな影響を与えます。体力負荷の少な
い職場環境を整えることが、結果的には安全性や生産性の向上につながります。人材確保の
観点からも、職場環境の整備は今後ますます重要となるでしょう。

（１） 作業時の負荷を軽減する
　　上向き姿勢、高所作業を減らすための道具、設備の導入、工夫をしましょう。
　　視界の確保のために、照明の充実を図りましょう。
　　ネッククーラーなどの利用により体感温度を低下させましょう。
（２） 移動時・運搬時の負担を軽減する
　　運搬器具や簡易リフトを導入しましょう。
    例えば、現場で利用可能な工具セットを用意する、重い物を極力持たないように配慮す
る、歩く距離を短くするなどが考えられます。

ガイドⅡ　休憩・休暇の取り方や働き方を工夫する ガイドⅢ　各自に適した役割を与える・配置転換しやすい環境を確保する

ガイドⅣ　体力負荷の少ない職場環境 ( 設備、道具、工夫 ) を整える
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　モチベーションの低下の理由は人によって様々です。モチベーションの低下は本人の生産性を
落とすと同時に、ちょっとした気の緩みが重大事故を引き起こす可能性もあり、企業にとっては
リスク要因になり得ます。定年後もモチベーションを高く持ち、引き締まった気持ちで働き続け
てもらうための取り組みや工夫をしましょう。

ガイドⅠ　定期的な話し合いの場を設ける
　調査資料編表 10 より、高年齢者活用のメリットとして技術技能、知識・スキル・ノウハウの
伝承及び後輩の指導、人材の育成が 65％、次いで、人手不足の緩和・解消が 20％と企業の期待
がうかがえます。

高齢社員（工作部）の活用上のメリット（調査資料編　表 10）

　

　次頁（現在の職場での満足度）を見ていただくとわかるように、上位４項目は以下のとおりで
す。
（１） 雇用の安定性
 会社の将来に不安、不満があると、働く意欲はあがりません。
（２） 仕事の内容・やりがい
 ・携わっている仕事、職務が、全体の中でどういう位置づけか
 ・その中で、自分の役割がどういうものか
 をしっかり認識していないと、やりがいは生まれないことを示しています。
（３） 正社員との人間関係、コミュニケーション
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（４） 正社員以外の労働者との人間関係、コミュニケーション
同じ職場の仲間との人間関係、コミュニケーションがしっくりしないと仕事に対するやる
気が損なわれることになります。

　この 4点について、経営者は定期的に従業員と話し合い、確認の場を設けることが必要です。

出典：厚生労働省「平成 22年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況：結果の概要

　話し合いの場では、経営者は「聞く側」に徹し、あくまでも高年齢者の気持ちに寄り添って、
本音を聞くように心がけましょう。
従業員自身の意向・考えを聴き出す主な項目例として次に挙げます。
　　・働き続けたいか
　　・不安はあるか
　　・果たしたい役割、担当したい仕事
　　・伝えたい・活かしたい技術、技能、ノウハウは何か
　　・補助してほしいことは何か
　　・勤務形態（時間・日数）の希望はあるか１２ １３

２. モチベーションの維持・向上

中小型造船
工業会全体

50人未満 51～100人 101～500人 500人超

1. 技術技能の伝承 29 4 7 13 5

2. 知識・スキル・ノウハウの伝承 27 4 7 12 4

3. 後輩の指導 16 2 5 5 4

4. 人材の育成 8 1 2 2 3

5. 職場の管理監督 6 2 2 2 0

6. 周辺業務のサポート 8 0 4 3 1

7. 周囲への相談相手 3 0 1 1 0

8. 人手不足の緩和・解消 23 3 6 12 2

9. 人件費が安価 0 0 0 0 0

10.時間的に融通がきく 1 0 1 0 0

11.若手へのプラス影響 1 0 1 0 0

12.特になし 1 0 1 0 0

13.その他 0 0 0 0 0

未記入 1 1 0 1 0

 



　モチベーションの低下の理由は人によって様々です。モチベーションの低下は本人の生産性を
落とすと同時に、ちょっとした気の緩みが重大事故を引き起こす可能性もあり、企業にとっては
リスク要因になり得ます。定年後もモチベーションを高く持ち、引き締まった気持ちで働き続け
てもらうための取り組みや工夫をしましょう。

ガイドⅠ　定期的な話し合いの場を設ける
　調査資料編表 10 より、高年齢者活用のメリットとして技術技能、知識・スキル・ノウハウの
伝承及び後輩の指導、人材の育成が 65％、次いで、人手不足の緩和・解消が 20％と企業の期待
がうかがえます。

高齢社員（工作部）の活用上のメリット（調査資料編　表 10）

　

　次頁（現在の職場での満足度）を見ていただくとわかるように、上位４項目は以下のとおりで
す。
（１） 雇用の安定性
 会社の将来に不安、不満があると、働く意欲はあがりません。
（２） 仕事の内容・やりがい
 ・携わっている仕事、職務が、全体の中でどういう位置づけか
 ・その中で、自分の役割がどういうものか
 をしっかり認識していないと、やりがいは生まれないことを示しています。
（３） 正社員との人間関係、コミュニケーション

本 編

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
維
持
・
向
上

（４） 正社員以外の労働者との人間関係、コミュニケーション
同じ職場の仲間との人間関係、コミュニケーションがしっくりしないと仕事に対するやる
気が損なわれることになります。

　この 4点について、経営者は定期的に従業員と話し合い、確認の場を設けることが必要です。

出典：厚生労働省「平成 22年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況：結果の概要

　話し合いの場では、経営者は「聞く側」に徹し、あくまでも高年齢者の気持ちに寄り添って、
本音を聞くように心がけましょう。
従業員自身の意向・考えを聴き出す主な項目例として次に挙げます。
　　・働き続けたいか
　　・不安はあるか
　　・果たしたい役割、担当したい仕事
　　・伝えたい・活かしたい技術、技能、ノウハウは何か
　　・補助してほしいことは何か
　　・勤務形態（時間・日数）の希望はあるか１２ １３

２. モチベーションの維持・向上

中小型造船
工業会全体

50人未満 51～100人 101～500人 500人超

1. 技術技能の伝承 29 4 7 13 5

2. 知識・スキル・ノウハウの伝承 27 4 7 12 4

3. 後輩の指導 16 2 5 5 4

4. 人材の育成 8 1 2 2 3

5. 職場の管理監督 6 2 2 2 0

6. 周辺業務のサポート 8 0 4 3 1

7. 周囲への相談相手 3 0 1 1 0

8. 人手不足の緩和・解消 23 3 6 12 2

9. 人件費が安価 0 0 0 0 0

10.時間的に融通がきく 1 0 1 0 0

11.若手へのプラス影響 1 0 1 0 0

12.特になし 1 0 1 0 0

13.その他 0 0 0 0 0

未記入 1 1 0 1 0

 



技
術
・
技
能
伝
承
の
円
滑
化

　また、定年半年～３ヶ月前になると定年後の勤務形態や役割、期待する役割を明確にしないと
いけません。伝える主な項目例として次に挙げます。
　　・勤務形態（フルタイム、勤務日数、時短）
　　・職種、担当業務、期待する役割
　　・給与とその理由
　　・退職金の額と受け取り方
　　・年金、公的給付
　　・体力・健康面の留意点等
　特に、定年前後で企業側が期待する役割が変化する人については、企業側と従業員の認識に
ギャップが生じないように配慮が必要です。この際には、一人ひとりに十分な面談時間を確保す
る等して、本人の納得感を高める工夫をすることも重要です。

ガイドⅡ　多様なワークスタイルに対応可能な雇用条件を用意する

　前述の「１ 体力・健康面に配慮した職場環境の見直し・改善」を実現するために必要な就業規
定や契約書を整備する必要があります。

（１）就業規定・規則の用意・策定
（２）嘱託社員労働契約書の用意・開示・説明
　また、地方都市では少子高齢化が一般的で、経営持続には現在の従業員に依存せざるを得ません。
従業員の雇用維持対策として有効なのは、年齢、年代と季節に合わせた職場（作業場）の選択を
可能にする雇用条件です。

ガイドⅢ　役割に見合った賃金設定と人事評価を行う

　役割や仕事内容や環境に見合った賃金額を設定することも重要です。年齢にかかわらず本人の
能力や働きを評価する制度（例えば、次ページの「造船技能評価基準」の活用）を導入し、その
評価結果を賃金等に反映することがモチベーションの維持、向上につながります。

本 編
３. 技術・技能伝承の円滑化

　技術・技能の伝承に重要な事項としては、「ベテラン従業員がどのような技術・技能を持っ
ているのか」、「会社として必要な技術・技能、今後重要度が高まる技術・技能は何か」、「各
ベテラン従業員が持っている技術・技能の中で、次世代に承継されるべき技術・技能は何な
のか」です。それらを整理し、コツやポイントをまとめることで、より効果的な技術・技能
の伝承が可能となり、企業の技術力の強化、生産性の向上につながります。

１４ １5（出典：一般社団法人日本中小型造船工業会「造船技能評価基準」）
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ガイドⅢ　役割に見合った賃金設定と人事評価を行う
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評価結果を賃金等に反映することがモチベーションの維持、向上につながります。

本 編
３. 技術・技能伝承の円滑化

　技術・技能の伝承に重要な事項としては、「ベテラン従業員がどのような技術・技能を持っ
ているのか」、「会社として必要な技術・技能、今後重要度が高まる技術・技能は何か」、「各
ベテラン従業員が持っている技術・技能の中で、次世代に承継されるべき技術・技能は何な
のか」です。それらを整理し、コツやポイントをまとめることで、より効果的な技術・技能
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１４ １5（出典：一般社団法人日本中小型造船工業会「造船技能評価基準」）



ガイドⅠ　伝承すべき ( 伝承できる ) 技術・技能を見える化する

（１）必要な技術・技能の優先順位と必要な従業員数の決定
（２）文章・図表、写真、動画に纏める、また、そのサポート
（３）定年前（通常の人事評価）から職業能力評価基準の活用

ガイドⅡ　後進指導の依頼を具体的にする

（１）造船技能評価基準を活用したキャリア・レベルアップ計画と実施
（２）指導のレベルに合わせた担当を決定

ガイドⅢ　人材配置、コミュニケーション促進、ギャップを解消する

（１）指導側は教材を共有 (内容把握 )化や共通化し、教える側と教わる側で理解レベルを把握
　　しながら育成する。
（２）ＯＪＴはマンＴｏマン形式、Ｏｆｆ-ＪＴは集合形式（指導側は輪番）など
（３）コミュニケーションの場、仕組みを用意

ガイドⅣ　高年齢従業員への教育のための時間を設ける　
　
　「短時間 (15 分程度 )× 定期的・多回数」でノウハウや失敗、対策事例をテーマとして設定し、
高年齢従業員に説明するスキルを教育者自身が事前に有する仕組みを設けたい。

本 編

おわりに

　アンケート調査結果によると、「年齢を重ねても技術・ 技能を活かしながら働き続けられ
るケースが圧倒的に多い」ことがわかりました。また、ヒアリング調査結果からも、「一定
の条件を満たせば、年齢にかかわらず勤続が可能」となっています。再雇用や継続雇用の上
限年齢以降も勤続が可能かどうかの判断基準として、調査結果では「健康状態が良好である」、
「意欲がある」、「能力が高い」が挙げられており、定年前の段階から自身の健康状態、技能
の研鑽等を意識しておく必要があります。本ガイドラインが参考となり、造船業での高年齢
者の更なる活躍の場が広がることを期待します。 
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